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知れば知るほど、
知らないことが多いことに気づかされます。
学びにゴールはなく、
与えられた時間でどこまでたどり着くか、
自分自身に問いかける日々です。
ここ北海道という大地を含め、
コロナ後の社会には無限の可能性がある中で、
いかに時代にあった国の道筋を描いていけるのか。
1月17日から始まった通常国会でも学びを重ね、
新人ながらも問題を明らかにし、問いかけ、
みなさんのチャレンジを応援できるような政策を
提案していきます。

ポスター掲示のお願い
ご自宅、ガレージ、畑などポスターをご掲示いただける方が
いらっしゃいましたら、すぐに伺わせていただきます。



子どもへのワクチン
5歳から11歳の子どもへの接種について、厚労省は無料で受けられる
公的な予防接種に位置付ける方針を決めましたが、保護者が有効性や
安全性を考慮して接種するかどうかを選択できる「努力義務」にするか
は1月26日現在も議論が続いています。政府は子供用のワクチンは2
月から輸入される予定で、早ければ3月以降に接種開始の見込みを示
しています。

新支援金の申請開始

コロナの影響を受けた中小企業法人・個人事業者に対
する『事業復活支援金』の申請が1月31日から始まりま
す。申請は専用サイトで行い、売り上げがわかる帳簿な
どの書類添付が必要となります。申請は5月末まで。

問い合わせ相談窓口：0120−789−140
https://jigyou-fukkatsu.go.jp

立憲民主党はコロナでダメージを受けた観光関連事業
者を支援する『観光産業事業継続支援金(仮)』の法案を
昨年4月に続き、今国会でも提出する方向で準備を進め
ています。

高値続きの原油価格
今年はガソリンや灯油の高騰が続いており、とうとう経産省も石
油元売各社に1リットルあたり3.4円を補助する制度を1月27日
から初めて発動しました。3月末までの時限措置です。効果が出
るまで1.2週間と言われているため、今後も小売価格や原油相
場を注視する必要があります。
立憲民主党はかねてから揮発油税などを減税する「トリガー条
項」の凍結解除を求めてきました。しかし、1月26日の予算委員
会で立憲民主党が「制度自体が使いにくく、凍結が続くのであ
れば、活用の仕方を変えてみてはどうか」と提案したのに対し、
岸田総理も「いいご提案だ、経産省にも考えていただきたい」と
述べたので、是非議論を前に進めていただきたいと願います。と
にかく、北国では生活に直結する深刻な問題なので、今後も政
府の対応に注視していきます。

1月27日から全道でまん延防止等重点措置が適用されました。昨年8月から4
回目となりますが、今回は社会経済活動を維持するためにも酒類提供は条件
付きで認められるなどの措置がとられています。

　　　まん延防止措置中の
「部活動」や「家族旅行」は？

今回、飲食店と並ん
で感染拡大防止の
カギと言われている
のが学校や若年層
への対応です。

道は「部活動」は時
間や人数、場所を選
び、感染対策の徹底
が難しい場合は休
止、「修学旅行」は保
護者の意向を確認し
た上で慎重に実施す
ることなどを要請して
います。なんとか、卒
業式・卒園式の時期
までには収束を願い
ます。

（北海道新聞26日付）

では「家族旅行」はいいのか？

政府の基本的対処方針では「不要不急の都道府県間の移動は極力控えるよ
うに要請する」と書かれています。国会で立憲民主党は「感染対策をすれば
旅行はしてもいいということか？」と質問。山際新型コロナ担当相は「例えば、
いつも一緒にいる家族で移動することに関して、何か制限をする必要はない」
と述べた上で、「混雑した場所や感染リスクの高い場所を除き、外出自粛要
請の対象としない。『ケースバイケース』だ」と述べました。これでは、自己責
任の範囲内で終わってしまいます。政府には統一見解を求めたいと思いま
す。

1月17日から始まった通常国会ではコロナ対策について議論が行われていま
す。政府分科会の尾身会長がオミクロン株対策として「人流抑制」から「人数
制限」へシフトすべきと主張しており、「知事の判断で広範な行動制限をする
ということも考えられる」と答弁しました。


